【売上原価削減】
◎仕入・発注
 001　相見積りの実施を社内ルールとする


□　□　□
 002　仕入先を集約して価格交渉をする


□　□　□
◎在庫管理
 003　ABC管理を導入して、在庫管理手法を改善

□　□　□
 004　不良在庫の再活用を検討してみる


□　□　□
◎業務効率化
 005　業務マニュアルの作成とデータベース化

□　□　□
 006　失敗事例を全社で共有する



□　□　□
 007　原価管理部門に、予算管理や損益管理を導入する 
□　□　□
 008　最低価格（売値）表を作成する


□　□　□
【人件費削減】
◎給与・賃金
 009　負担の偏りを解消して業務を平準化する 

□　□　□
 010　残業申請制度を導入する  



□　□　□
 011　ジョブディスクリプション（職務記述書）を作成する 
□　□　□
 012　手待時間や移動時間を削減する 


□　□　□
 013　定型業務は、極力自動化・標準化する  

□　□　□
 014　原価管理の考え方を取り入れ、評価にもつなげる  
□　□　□
 015　派遣社員やパート社員を活用する  


□　□　□
 016　会社機能の一部をアウトソーシングする 

□　□　□
 017　給与テーブルを明確にする  


□　□　□
◎法定福利費
 018　健康保険組合に加入し、社会保険料を削減する  
□　□　□
 019　昇給時期を7月に変更する 



□　□　□
 020　給与額を切りの悪い数字にする  


□　□　□
◎役員報酬
 021　役員社宅の制度を作っておく 


□　□　□
◎採用費
 022　ハローワークなどの無料サービスを最大限活用する 
□　□　□
 023　新規採用時の助成金・補助金を受給する 

□　□　□
【販売費及び一般管理費（販管費）削減】
◎広告宣伝費
 024　既存の宣伝・広告の費用対効果を見直す 

□　□　□
 025　宣伝効果をきちんと測定する  


□　□　□
 026　今後は、必ず費用対効果を予測・検証する 

□　□　□
 027　自社サイト関連の経費を見直す 


□　□　□
 028　ポイントを絞った更新に切り替える 


□　□　□
 029　新しい広告手法を積極的に取り入れる  

□　□　□
 030　ネット上の無料サービスを最大限活用する  

□　□　□
 031　格安印刷会社を利用して印刷費を削減 

□　□　□
 032　プレスリリースを出してマスコミに取材してもらう  
□　□　□
◎開発費
 033　開発費の無秩序な増大を防ぐ  


□　□　□
◎減価償却費
 034　使われていない固定資産がないか確認する  

□　□　□
 035　不要固定資産を売却できないか調べる  

□　□　□
 036　機械や備品の所有コストを見直す  


□　□　□
 037　増加償却の制度を利用する 



□　□　□
◎地代・家賃
 038　家賃の値下げ交渉をする  



□　□　□
 039　オフィスの移転を検討する  


□　□　□
 040　土地・建物のオフバランスやリースバックを検討する 
□　□　□
◎旅費交通費
 041　定期代の支給規定を見直す  


□　□　□
 042　交通手段の選択を従業員個人に任せない  

□　□　□
 043　旅費規程を作って出張手当を支給する  

□　□　□
 044　無駄な出張がないか定期的にチェックする  

□　□　□
 045　ETCを利用する 




□　□　□
 046　引越奨励制度を作っておく 



□　□　□
◎接待交際費
 047　社長さん自身の接待交際費を見直す 


□　□　□
 048　1人5,000円以下に抑えて会議費扱いとする  

□　□　□
◎水道光熱費
 049　電気の契約形態や最大電力量を見直す  

□　□　□
 050　日々の省エネ行動を積み重ねる  


□　□　□
 051　空気の循環や日照の変化対策に気を遣う  

□　□　□
 052　クールビズ、ウォームビズを導入する  

□　□　□
 053　さまざまな工夫で水道代を減らす 


□　□　□
 054　ガスについても契約を見直す  


□　□　□
◎備品・消耗品費
 055　中古備品の購入も検討する 



□　□　□
 056　コピー機の格安業者の利用を検討する  

□　□　□
 057　印刷内容を見直し、白黒出力を徹底する  

□　□　□
 058　社内文書には２アップや両面印刷を徹底する 

□　□　□
 059　安易な裏紙の使用は避ける 



□　□　□
 060　社内文書を電子ファイルとする  


□　□　□
 061　リサイクルトナーを利用する  


□　□　□
 062　消耗品の集中管理を検討してみる 


□　□　□
 063　PCは格安パソコンを購入する 


□　□　□
◎通信費
 064　電報を出すときはネット電報業者を利用する 

□　□　□
 065　インターネットFAXを利用する  


□　□　□
 066　通話料・通信料はマイライン契約が基本 

□　□　□
 067　携帯電話の料金プランを定期的に見直す 

□　□　□
 068　個人契約の携帯は、法人で契約し直す  

□　□　□
 069　営業所間の通話等には無料通話を導入する  

□　□　□
◎支払手数料
 070　ネット銀行に振り込み用の口座を用意する  

□　□　□
 071　通常の銀行では、ATMのほうが安いケースが多い  
□　□　□
 072　給与振込口座をメインバンクに統一する 

□　□　□
 073　各種の専門家への顧問料を見直す 


□　□　□
 074　参加メリットのない業界団体等からは、退会する 
□　□　□
◎運賃・送料
 075　常に最低運賃になるよう、配送方法を使い分ける  
□　□　□
◎その他
 076　社内での会議の効率を上げる  


□　□　□
 077　雑損や雑損失は、他の勘定科目に振り替える 

□　□　□
 078　クラウドサービスの利用を考える  


□　□　□
 079　無料の業務用ソフトの利用を考える  

□　□　□
 080　クレジットカードの利用で支払い時期を遅らせる  
□　□　□
 081　個人のクレジットカード利用を推奨する方法もある  
□　□　□
 082　定期購読物の契約を見直す 



□　□　□
【お金の流れ（キャッシュフロー）改善】
◎事業戦略
 083　事業展開の方法を再考する 



□　□　□
 084　事業別・部門別の損益計算を行う 


□　□　□
 085　意思決定のプロセスを確立する  


□　□　□
 086　定期的に決算分析を行う 



□　□　□
◎資金繰り
 087　資金計画を作成して資金繰り表をつける  

□　□　□
 088　過剰な借入がないか、借金の棚卸しをする  

□　□　□
 089　各種の制度融資の利用を検討する  


□　□　□
 090　少人数私募債などで経営者の資金を会社に入れる  
□　□　□
 091　リスケジュールで返済負担を減らす 


□　□　□
◎仕入
 092　入金サイトは短く、支払いサイトは長く  

□　□　□
 093　手形の受け取りは原則断る 



□　□　□
 094　自社の支払いサイトを統一する  


□　□　□
 095　発注日を見直し、資本コストを削減する  

□　□　□
 096　決裁基準表を作って、稟議制度を確立する  

□　□　□
 097　経費項目ごとに予算制度を導入する 


□　□　□
◎債権回収
 098　売上の回収方法を見直す  



□　□　□
 099　可能であれば先に保証金をもらう  


□　□　□
 100　営業マンに売掛金回収をきちん意識させる  

□　□　□
 101　不良債権をきちんと費用化する  


□　□　□
◎資産運用
 102　詳細不明な仮払金、立替金、貸付金などを整理する  
□　□　□
 103　積立金や保険の内容を見直す  


□　□　□
 104　手許資金の運用を管理する  


□　□　□
【節税】
◎印紙税
 105　収入印紙は金券ショップで購入する 


□　□　□
 106　電子契約書を発行して印紙の貼り付けを省略する  
□　□　□
 107　分割できる取引は分割する 



□　□　□
 108　貼り間違えた印紙はきちんと還付する  

□　□　□
 109　印紙税について、きちんと従業員に教育する 

□　□　□
◎法人税
 110　決算賞与を支給して法人税を節税する  

□　□　□
 111　短期前払費用を計上する  



□　□　□
 112　修理や修繕は、経費になるように依頼する  

□　□　□
 113　少額減価償却資産の特例を利用する 


□　□　□
 114　中小企業退職金共済に加入する 


□　□　□
 115　未払費用もしっかり計上する 


□　□　□
 116　特別償却や税額控除の制度を活用する  

□　□　□
 117　慶弔見舞金の制度を作って節税する 


□　□　□
 118　税務上の費用とならない支出を減らす  

□　□　□
 119　期間の長い前払い契約の費用対効果を見直す 

□　□　□
 120　回収見込みが低い債権に貸倒引当金を計上する  
□　□　□
◎法人税など
 121　役員退職金を活用して節税する 


□　□　□
 122　予定納税の還付加算金を使って資金運用する 

□　□　□
◎所得税
 123　小規模企業共済への加入を検討する 


□　□　□
◎所得税など
 124　借入金の返済で、役員個人の所得税等を節税 

□　□　□
◎住民税など
 125　関連企業の合併・統合を検討してみる  

□　□　□
◎加算税など
 126　余計な税金を課税されないよう気をつける  

□　□　□
◎消費税
 127　法人成りして消費税の免税事業者になる  

□　□　□
 128　簡易課税の適用を申請する  


□　□　□
